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はじめに　～　本稿の目的・対象範囲　～
本部監査役スタッフ研究会では、２０１０年に『事業報告作成時における監査役監査の視点・着眼点』を作成し、期末に監査役(会)として監査報告を作成するにあたって、何を監査対象とし、どのように判断をすべきかを考察した。また２０１１年には『監査役監査活動とスタッフ業務』を作成し、期初・期中・期末といった年間を通じた監査役の監査活動や、監査役会の運営に関する活動を、法令に基づき一つひとつ考察し、さらにこの監査役の活動を支えるスタッフが行うべき業務について知見を集め、具体的にどのようにスタッフが活動すべきかを明示した。

この中で、２００６年の会社法施行以後６年余りを経過した現在、監査役監査のあり方、軸足は大きく変化してきているのではないか、という問題意識　―　具体的には、会社法の施行に伴い大会社の取締役(会)は、内部統制システムの整備に関する決定又は取締役会決議を行い、監査役は、その構築・運用の状況を監査することが課せられたのであり、そのため監査役監査に求められているのは、これまでの取締役の職務執行についての事後監査から、内部統制システムの構築・運用状況を監視・検証し、直すべき事項があれば取締役に助言・勧告すると言うこと、即ち「予防監査」に軸足が移ってきていると言えるのではないか、という問題意識　―　を感じるようになった。
このような問題意識を出発点として、本稿では内部統制システムに係る期中の監査役監査活動について考察した。

まず第１章「内部統制システムの概要」において、内部統制システムの目的、法的位置付け、コーポレート・ガバナンスとの関わり、金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制」との関わり、を明確にし、そもそも内部統制システムとは何か、そこに求められているものは何かを理解できるようにした。
その上で、第２章「内部統制システムに係る監査役監査(概要)」において、監査役監査における内部統制システム監査の位置付け、監査における考え方を整理し、第３章「内部統制システムに係る監査役監査(実践)」において、本研究会メンバーのいくつかの会社で実践されている、期中での監査の例をベースに、期中監査における監査の対象・確認点を整理した。
なお、全ての会社の業種・業態、規模、機関設計や経営環境が異なるように、その会社におけるリスクも構築すべき内部統制システムも異なるものであり、従って監査すべき対象・方法に絶対的な正解は無い。そのことを踏まえて、自社の内部統制システムを再確認し、もってどのように監査すべきか考えるきっかけしていただきたい。
第1章　内部統制システムの概要

１．内部統制システムとは何か
(１)　内部統制システムの目的

内部統制システムの目的は、「取締役(執行役)の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」と、「その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なもの」(法３６２条４項６号)を構築・運用することである。この点について、(社)日本監査役協会では、内部統制システムを「すべての会社において取締役が会社を事業目的に沿って適切に運営するために本来必要なもの」と定義付けている(「監査役監査実施要領」第７章第１項２)。
「法令及び定款に適合」「業務の適正」とは、即ち会社を取り巻く数多の法令及び自社の定款に違反しないこと、モラル・倫理、会社の規則などに反する不正・事故等が発生しないことであり、内部統制システムの目的とは、その状態を確保すること、つまり法令定款違反・不正・不祥事・事故と言った問題の発生を未然防止することに他ならない。
(２)　内部統制システムが必要とされる背景
ではなぜ、この内部統制システムが必要とされるに至ったのだろうか。
そもそも、会社と取締役は民法に規定される「委任」の関係にあり(法３３０条)、取締役は会社の業務執行にあたる受任者として善管注意義務を負っている。この善管注意義務を果たすため、取締役は会社の業務を執行するに当たり、法令・定款違反となることを防止する体制を始めとし、必要な組織や諸規則類・制度を、「会社の業務の適正を確保」するために「本来必要なもの」として構築し、運用してきたはずである。

然しながら、「大和銀行株主代表訴訟事件」を始めとした企業不祥事の発生があり、ことに本件に関する大阪地裁判決では、取締役の内部統制システム構築義務・構築状況監視義務が判示された
。この判決で明らかなように、内部統制システムは会社の自律的な法令遵守やリスク管理等のために必要な基本的体制であり、それを自ら構築し適切な運用を行わなければ、取締役は任務懈怠責任に問われることが示され、改めて広く認識されることとなった
のである。
このような状況、社会的な要請があり、まず２００２年の商法改正おいて機関設計を選択することが可能となった、米国型の企業統治を模した委員会等設置会社に構築が義務付けられた。ただし、監査役設置会社については善管注意義務の一内容として整理すれば足りるとされていた。
さらに２００６年の会社法施行によって、大会社と委員会設置会社を対象に、内部統制システムに関する基本方針を取締役が決定すること(取締役会設置会社は取締役会決議)、その内容の概要の事業報告へ開示することが法定された。つまり取締役の義務として、善管注意義務を果たすため、言い換えれば不祥事など問題の発生を未然に防止するための組織・諸規則類・制度を、改めて内部統制システムとして再構築あるいは新たに構築すること、その基本方針の決定は取締役(会)が自ら行い、事業報告の一部として株主に報告することが法定され、これらを怠れば任務懈怠となり、また適切に運用しなければ、善管注意義務違反に問われることとなったのである。
なおもう１点、「大和銀行株主代表訴訟事件」の大阪地裁判決で忘れてはならない重要なことは、取締役の内部統制システムの構築義務に対する、監査役の監視義務も判示されたことにある。つまり、取締役は内部統制システムを構築・運用する義務があり、取締役の職務執行を監査する監査役はそれを監視・検証し、仮に取締役がその義務を怠った場合は、看過せずに適切に助言・勧告する義務があるということである。

なお会社法では、監査役が直接的に内部統制システムを監査することを明示する条文は設けられていない。然しながら、監査役は取締役の職務執行の監査を任としているのであるから、当然に、取締役の義務である内部統制システムの構築・運用も監査対象範囲となることは明白である。また内部統制システムに係る取締役(会)の決定(決議)がある場合、監査役は、その内容が相当でないと認めるときはその旨及びその理由を、事業報告に係る監査報告に記載しなければならないため、やはり内部統制システムを監査することが求められていると言えよう。

以上のように、取締役には内部統制システムを構築・運用する義務、監査役には内部統制システムの構築・運用状況を監視・検証し、必要に応じて取締役の助言・勧告する義務がある。内部統制システムの目的は前述のように不祥事など問題発生の未然防止であるが、この目的を達成するためには、取締役と監査役とが、それぞれの義務を果たすことが必要であり、この点を十分に理解しておく必要があろう。
(３)　内部統制システムの法的位置付け

前述のとおり、内部統制システムに関する条文が会社法において整備されている。その条文は如何なるものか、整理する。

会社法３４８条３項４号により、取締役は「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制(内部統制システム)の整備」を決定する。ただし取締役が二人以上ある場合は、決定を各取締役に委任することができず(法同条３項本文)、取締役の過半数を持って決定する(同条２項)。
すべての大会社にあっては、この内部統制システムの決定は義務であり(同条４項)、大会社かつ取締役会設置会社では、決定を各取締役に委任することができず(法３６２条４項)、取締役会の決議をもって決定しなければならない(同条５号)。

また委員会設置会社の場合は、「執行役の職務の執行が法令及び定款に適合すること確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制(内部統制システム)の整備」(法４１６条１項１号ホ)を、取締役会の決議によって決定する義務があり(同条２項)、決定を取締役に委任することはできない(同条３項)。
この内部統制システムに係る決定又は決議(以下「内部統制システムに係る取締役会決議」とする)がある会社は、その内容の概要を事業報告に記載しなければならない(施規１１８条２号)。また監査役及び監査役会並びに監査委員会は、事業報告に係る監査報告において、内部統制システムに係る取締役会決議の内容が相当でないと認めるときは、その旨及びその理由を記載することが義務付けられている(施規１２９条１項５号・１３０条２項２号・１３１条１項２号)。

以上を整理したものが、表１である。また大会社で取締役会・監査役設置会社と、機関設計が大きく異なる委員会設置会社の適用法令を表２に挙げる。
【表１】「内部統制システム」の整備対象会社と会社規模・機関設計毎の適用法令

	会社区分(規模)
	中小会社

	大会社
	－

	機関
	取締役会
	非設置会社
	設置会社
	非設置会社
	設置会社
	委員会

	設計
	監査役
	有無を問わず
	有無を問わず
	有無を問わず
	非設置会社
	設置会社
	設置会社

	整備義務
	無し
	無し
	有り
	有り
	有り
	有り

	決定方法
	取締役過半数
	取締役会決議
	取締役過半数
	取締役会決議
	取締役会決議

	適用
	会社法
	３４８条３項４号
	３４８条３項４号、４項
	３６２条４項６号、５項
	４１６条１項

	法令
	施行規則
	９８条１項
	９８条１項
	１００条１項・２項
	１００条１項・３項
	１１２条


以下、本稿では、特に断りの無い限り、内部統制システムの整備(構築・運用)義務を負う会社の大多数を占める、大会社で取締役会・監査役設置会社を中心に記述する。
【表２】「内部統制システム」に関する適用法令
	機関設計

適用法令
	監査役設置会社
	委員会設置会社

	会社法
	３６２条

４項　取締役会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任することができない

(該当なし)

６号　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備

５項　大会社である取締役会設置会社においては、取締役会は、前項第６号に掲げる事項を決定しなければならない。
	４１６条

１項　委員会設置会社の取締役会は、第３６２条の規定にかかわらず、次に掲げる職務を行う。

１号　次に掲げる事項その他委員会設置会社の業務執行の決定

ロ　監査委員会の職務の執行のため必要なものとして法務省令で定める事項
ホ　執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備



	会社法
施行規則
	１００条

１項　法第３６２条第４項第６号に規定する法務省令で定める体制は、次に掲げる体制とする。

１号　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

２号　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

３号　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

４号　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

５号　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
	１１２条

２項　法第４１６条第１項第１号ホに規定する法務省令で定める体制は、次に掲げる体制とする。

１号　執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

２号　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

３号　執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

４号　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

５号　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

	
	３項　監査役設置会社(監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある株式会社を含む。)である場合には、第１項に規定する体制には、次に掲げる体制を含むものとする。

１号　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

２号　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

３号　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

４号　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
	１項　法第４１６条第１項第１号ロに規定する法務省令で定めるものは、次に掲げるものとする。

１号　監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

２号　前号の取締役及び使用人の執行役からの独立性に関する事項

３号　執行役及び使用人が監査委員会に報告をするための体制その他の監査委員会への報告に関する体制

４号　その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制


３．内部統制システムとコーポレート・ガバナンス

(１)　内部統制システムの内容
内部統制システムの構築・運用の基礎となる、内部統制システムに係る取締役会決議には、その目的である取締役が善管注意義務を果すため、つまり「取締役の職務の執行が法令・定款に適合すること」と「会社の業務の適正性」を確保するために必要な、基本的な方針や枠組みが示される。
施行規則１００条には、内部統制システムの係る取締役会決議の内容とすべき項目として、【表３】左列①～⑨に挙げるように９つの項目を定めている
。
【表３】内部統制システムに係る取締役会決議の内容
	決定すべき体制(施規１００条)
	取締役会決議の内容例

	①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

(情報保存管理体制) 
	□決定に関する記録作成、決裁書類等文書保存規定の整備
□監査役の閲覧請求した場合の対応

	②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制　

(損失危機管理体制)
	□コンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害対応、品質、輸出管理等に関する規則・体制の整備、これらに関する教育・研修の実施

□リスクが発見された場合の監査役への報告

	③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(効率性確保体制)


	□経営会議、予算会議、計画策定会議の設置と多面的な検討による意思決定の実施

□内部監査、財務報告に係る内部統制の実施と業務改善

□その他各種経営管理システムの設置

	④　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
(法令定款遵守体制)
	□法令遵守体制の整備、教育・研修の実施、　□内部監査の実施

□コンプライアンス内部通報制度の整備

	⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(企業集団内部統制)
	□子会社への内部統制システムの展開
□子会社への財務報告にかかる内部統制の展開

□親子会社間での経営理念の共有
□親子会社間での報告体制の展開

□親子会社間の役員派遣
□親子会社間の業務・コンプライアンス監査の実施

□子会社まで含めたコンプライアンス内部通報制度の展開

□市価に基づいた取引することを宣言

	⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人(監査役スタッフ)を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

(監査役スタッフ配置)

⑦　監査役スタッフの取締役からの独立性に関する事項

(監査役スタッフ独立性)
	□監査役スタッフを置いていること(又は求めが有れば置くこと)、監査役スタッフ以外に内部監査部門等が補助すること
□監査役スタッフの独立性
(人事異動の監査役会への事前説明・懲戒の場合の事前承認　等)

	⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(監査役への報告体制)
	□経営会議付議案件、内部監査結果は都度報告

□内部通報制度、取締役が会社に著しい損害が発生する恐れのある事実を発見した場合のその事実等を遅滞なく監査役に報告する

	⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(監査役監査実効性確保体制)
	□代表取締役と定期会合の実施
□内部監査部門・会計監査人との連係


またその具体的な決議の内容は、会社の規模や業種、親会社又は子会社の有無、会社が重視する事項、あるいは既に構築されている体制などよって当然異なるが、おおよそ、【表３】右列に挙げる内容が盛り込まれる。

なお、【表３】①～⑤の項目については、自社及び(親会社・)子会社までを含めたコーポレート・ガバナンスに密接に関わる体制であるが【図２】、前述のとおり取締役として善管注意義務を果たすために必要な事項が盛り込まれる。

【表３】⑥～⑨については、監査役が監査を実効的に行うための体制整備についての事項である。監査役は「取締役の職務執行を監査」する職務を負っているが、その監査方法・手段に法的制限は何もなく、人数が限られる監査役の監査が実効的に機能するように、監査役の職務を補助する使用人(監査役スタッフ)を置くことと、その監査役スタッフが、取締役から独立して監査役の職務の補助を行えることを、取締役が内部統制システムに盛り込むことが求められている。

【図２】内部統制システムとコーポレート・ガバナンスの概念図(取締役会・監査役会設置会社)
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凡例：　　　と　　　は会社法及び会社法施行規則に基づく、監査役と会社の機関または組織との関係
あるいは体制。このうち、　　　は内部統制システムによって整備されるべき体制。

①～⑨は、【表３】左列の①～⑨に対応。

✍補論：監査役監査を支える体制の整備

	監査役は、いつでも取締役及び使用人に対して事業の報告を求め、又は会社の業務及び財産の状況を調査することができるが、そのためには、監査役の求めに応じて、然るべき時期に、然るべき内容を伴って、然るべき報告がされる体制が作られていることが不可欠である。さらに監査役監査の実効性を挙げるためには、監査役の求めが無くとも、取締役及び使用人から監査役に対して日常的に報告がなされるような体勢と仕組みが構築されていることが重要である。

一方で、すべての監査役は、施行規則１０５条によりその職務(取締役の職務執行の監査及び監査報告の作成)を適切に遂行するために、

ア．自社の取締役・使用人

イ．子会社の取締役・使用人

ウ．その他監査役が適切に職務を遂行するに当たり意思疎通を図るべき者(会計監査人等)

と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境整備を努め、また、必要に応じて

エ．自社の他の監査役

オ．親会社及び子会社の監査役

と意思疎通及び情報の交換を図る義務を負う。

この点に関しても、「取締役及び取締役会は、監査役の職務執行のために必要な体制の整備に留意しなければならない。」(施規１０５条２項後段)とされている。

このように、会社法及び会社法施行規則では、内部統制システム決議に求められた⑥～⑨の事項と併せて、監査役監査の実効性確保のための体制整備義務を取締役に課している。


(２)　ＰＤＣＡサイクルよる運用
内部統制システムは、一旦決定・構築をすれば終わりという性質のものではなく、取締役が適切に運用しなければ意味を為さない。会社や社会情勢・要請の変化によって、あるいは社内外での不祥事発生後の再発防止又は予防などを目的として、取締役が定期的に見直し、その結果に基づき、組織・規則の変更あるいは運用方法の変更といった体制を構築し直すことも、取締役としての善管注意義務に含まれていることは言うまでもない。

またもし仮に、内部統制システムに係る取締役会決議自体に、問題やリスクに対応できない(いなかった)ことが発見された場合には、当然ながら内部統制システムに係る取締役会決議の見直し・再決議と、それに基づく体制の再構築が必要となる。
つまり取締役は、事業運営上のリスクを洗出し、評価をした上で体制を構築し(Ｐｌａｎ)、実際にこれを運用し(Ｄｏ)、構築された体制が期待通り有効に機能しているか、あるいは問題が無いかを確認し(Ｃｈｅｃｋ)、問題や、問題が無くとも法令や社会の要請に適合しているか見直し(Ａｃｔ)、見直した結果に基づき体制を再構築する(Ｐｌａｎ)し、運用(Ｄｏ)につなげていくという、ＰＤＣＡ【図３】サイクルを確立する・させることが必要である。

【図３】内部統制システムのＰＤＣＡサイクル
ただし、取締役が内部統制システムをＰＤＣＡサイクルによって構築・運用する際に、自らが会社の隅々にまで目を光らせて、会社の規模、業容、業態に則したリスクを洗出し、そのリスクを評価した上で、体制をＰｌａｎ・Ｄｏすること、あるいはＣｈｅｃｋすることは実質的に困難である、
また一方で、何がしかのリスク・懸念がありながら、その状態を放置し問題が発生したならば、やはり取締役は善管注意義務違反に問われることになる。
そこで、代表取締役あるいは取締役社長といった経営層は、法務、財務、リスク対策、環境部門といったコーポレート・ガバナンスに関わる個々の専門部門を置き、これら個々の領域におけるＰＤＣＡを委ねることになる。また特に経営トップの直接指揮命令下にある内部監査部門に、業務監査を通じたＣｈｅｃｋの役割、あるいは個々の部門のＰＤＣＡのモニタリングの役割を委ね、これらを通じて内部統制システムの構築・運用状況を検討・評価し、必要に応じて体制の再構築を行う。

これら法務、財務、リスク対策、環境、そして内部監査部門といった内部統制部門を設置し、適切に運用していくことも、内部統制システムの一環となる。

またさらには、経営層や内部統制部門によるＰＤＣＡのみならず、各部門・業務の中で内部統制システムのＰＤＣＡを運用すること、これが何より問題発生の未然防止のために必要不可欠なこととなる。
(３)　内部統制システムの見直しに関する取締役会決議

内部統制システムのＰＤＣＡサイクルによる運用の一環として、毎年一定の時期に見直しに関する取締役会決議を行うことが必要である。見直しの結果、追加・変更の必要がない場合は、現行通りで追加・変更が必要のない旨の決議を行うことになる。
４．内部統制システムと金融商品取引法に基づく「財務報告に係る内部統制」

会社法は前身が商法であり法務省が管轄しており、２００６年の商法改正時に、商法の会社に関する規定、商法特例法、有限会社法を統廃合し、新たに会社法が制定された。この会社法の目的は、株主及び債権者の保護にあり、対象は株式会社である。

一方、金融商品取引法（以下、金商法と呼ぶ）は金融庁が管轄しており、上場会社等を対象にして、有価証券の発行・取引の公正化を主眼とした投資家保護を目的に、２００６年に旧有価証券取引法から全面改定された【図４】【図５】。

この２つの法令に関して「内部統制」という用語が使用されているが、会社法では『内部統制システム』、金商法では『財務報告に係る内部統制』と表現されている。即ち、会社法の内部統制システムは、会社全体の内部統制のことであり、取締役の職務執行の一環として行われる。一方、金商法上の内部統制は財務報告に係る部分に限定されており、内部統制システムの中に包含されている【図６】。

また、会社法上の内部統制システムは監査役監査の対象であり、その結果を監査役（会）監査報告に記載することを求められている。
一方、金商法上の内部統制は代表取締役が評価を行い、内部統制報告書を作成し、監査人の監査を経て、有価証券報告書と同時に金融庁（内閣総理大臣あて）に提出することが義務付けられている。金商法上、監査役が財務報告に係る内部統制を監査する定めはないが、会社法上の監査の一環(取締役の職務執行の監査)として行うべきである。
✍いわゆる「期ずれ」の問題
	定時株主総会は、通常、決算日から３ヵ月以内に開催される
が、定時株主総会の招集通知は株主総会の２週間前までに株主に対して発送しなければならない(法２９９条１項)。

この招集通知に際しては、

ア．会計監査人と監査役(会)の監査と、取締役会の承認を受けた計算書類及び附属明細書

イ．監査役(会)の監査と、取締役会の承認を受けた事業報告及び附属明細書

ウ．計算書類及び附属明細書に関する会計監査人の監査報告

エ．計算書類及び附属明細書に関する監査役(会)の監査報告

オ．事業報告及び附属明細書に関する監査役(会)の監査報告

を提供しなければならない(法４３６条・４３７条)。よって実務上、監査役(会)がエ・オの監査報告を作成するのは、多くの場合、決算日から１カ月半乃至２カ月の間(３月決算会社であれば５月中旬ないし下旬頃)となる。

一方で、有価証券報告書の提出期限は決算日より３ヵ月以内(金商法２４条１項)であり、またこの場合、監査人の監査証明（監査報告書）を受けた内部統制報告書を併せて提出しなければならない(金商法２４条の４の４)。内閣府令により有価証券報告書及び内部統制報告書は定時株主総会を経た後の開示が前提となっているため、３月決算会社であれば多くの会社は定時株主総会終了後の６月末に提出している。

事業報告や監査役(会)監査報告の作成時期までに金商法上の「開示すべき重要な不備等」が発見されれば、その内容を記載することは可能であるが、ア・イの取締役会開催後、有価証券報告書・内部統制報告書及び監査人の監査報告書（監査証明）を作成する過程で「開示すべき重要な不備等」発見された場合は両者の間で不整合が生ずる。これが、いわゆる「期ずれ」の問題である。監査役としては年間を通じた監査をしっかり行うとともに、「期ずれ」が発生するリスクの程度を見極めたうえで、会社法監査の終了日までに会計監査人から財務報告に係る内部統制についての報告を受け、エビデンス（文書による報告、または口頭の場合は議事録を作成）として残す等の対応が必要と考える。

なお２００９年１２月１１日改正「企業内容等の開示に関する内閣府令」が公布・施行され、有価証券報告書及び内部統制報告書を定時株主総会前に提出することが可能となったが、実行している会社は少ない。




【図４】法体系から見た内部統制システム(会社法)と財務報告に係る内部統制(金商法)との関係

 (年は施行年又は改正施行年)


【図５】対象会社から見た内部統制システム(会社法)と財務報告に係る内部統制(金商法)との関係

【図６】対象範囲から見た内部統制システム(会社法)と財務報告に係る内部統制(金商法)との関係


第2章　内部統制システムに係る監査役監査(概要)
１．内部統制システムに対する監査役監査の位置付け

第１章で述べたとおり、会社法では、監査役が直接的に内部統制システムを監査することを明示する条文は設けられておらず、内部統制システムに係る取締役会決議がある場合、監査役は、その内容が相当でないと認めるときはその旨及びその理由を、事業報告に係る監査報告に記載することが求められているのみである。
然しながら、内部統制システムの構築・運用は、取締役の義務であり職務執行の一環であるので、監査役の監査対象範囲となることは明白である。また内部統制システムはＰＤＣＡサイクルで運用されているので、期末などある一点での状況を見て相当性を判断することは不可能であり、日常の監査活動の中において運用状況を監視・検証し、その積み重ねでもって判断する必要がある
。

なお前述のように、内部統制システムのＰＤＣＡは、法務、財務、リスク対策、環境部門、内部監査部門など、その会社の規模や業種・業態に応じた専門の部門に多くを委ねられており、また、各部門、各業務においてもＰＤＣＡ組み込まれているべきものである。従って実態を確認するためには、取締役のみならず、これら各部門の業務の状況も調査対象となる。特に、社長など経営トップの直接指揮命令下にあり、全体のモニタリングの役割を担う内部監査部門に対する調査並びに連係は、監査役が内部統制システムに係る取締役会決議の相当性を判断するために重要かつ必要な事項となる
。

これらを勘案すれば、内部統制システムに係る監査役監査とは、即ち、取締役の職務執行の監査と異ならない。個別の内部統制システムに特化した監査を行うというよりはむしろ、取締役や役職者との面談、重要な会議への出席、重要な決裁書類の閲覧、実地調査(往査)等といった、日常の監査活動の中で内部統制システムの構築・運用の状況を確認していくことは自然なことである。

また繰り返し述べているとおり、内部統制システムは取締役の業務の執行の適正と、会社の業務の適正性を確保し、法令・定款違反、不正、不祥事など問題発生を未然に防止することに目的が置かれている。従って、監査役の内部統制システム監査も、問題はなかったかという「事後監査」ではなく、問題の発生を未然に防止する仕組みとなっているかという観点からの監査、つまり「予防監査」に主眼を置く必要がある。
なお、内部統制システムの構築・運用は、あくまで取締役に課せられた義務であり、構築にあたって事業運営上のリスクを洗出し評価することはもちろん、構築された内部統制システムが有効に機能しているか否か・問題はないかを確認すること(内部監査)、確認された結果、あるいは法令・世の中の動きなどに基づき内部統制システム見直すことは、取締役が行うべきものである。
監査役は、取締役が洗い出した自社及び自社グループ(企業集団)の会社経営上のリスクと、これらに対応するように構築され運用されている体制(内部統制システム)を把握した上で、自らの知見に基づき、それが適法であるか、自社の業態・規模等に則して対応・カバーされているか、などポイントを絞って内部統制システムの監査を実践し、その相当性を判断していくことが基本的なスタンスとなる。

2．内部統制システムに係る監査役監査
内部統制システムの監査は、取締役の内部統制システムの構築・整備状況とＰＤＣＡサイクルによる運用の状況の監視・検証を実践していくことになるが、具体的なステップとしては以下のとおりである。
(１)　内部統制システムに係る取締役会決議の適法性・網羅性の確認

自社の内部統制システムに係る取締役会決議の内容が、法令に基づき以下の①～⑨の項目を網羅しているかが確認点となる。
①　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制(情報保存管理体制)

②　損失の危険の管理に関する規程その他の体制(損失危機管理体制)

③　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制(効率性確保体制)

④　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制(法令定款遵守体制)

⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制(企業集団内部統制)

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人(監査役スタッフ)を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項(監査役スタッフ配置)

⑦　監査役スタッフの取締役からの独立性に関する事項(監査役スタッフ独立性)

⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

(監査役への報告体制)
⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制(監査役監査実効性確保体制)
(２)　内部統制システムに係る取締役会決議に基づく体制構築の確認

内部統制システムに係る取締役会決議に基づき、前記(１)①～⑨の体制に対応する規則規定や組織が実際に制定・設置されているか、またその内容が、自社の業種・業態などの事業内容、あるいは規模に相応しいものであるか、などが確認すべき点となる。なお「相応しい」とは、必要十分であること、カバーすべき部分をカバーしていることがポイントであるが、一方で、管理過剰、コスト過剰など、経営の効率性を著しく阻害していないかという点もポイントとなる。
また監査の効率性から、監査役自ら全てに目を通すのではなく、規則規定に対応する(所管する)部門の長から、内容・運用状況・考え方などヒアリングすることが望ましい。
(３)　構築された体制の運用状況・モニタリング体制の確認

 (１)及び(２)を踏まえた上で、構築された内部統制システムが
ア．法令定款・規則違反、不正防止など、問題の発生を未然に防ぐ仕組みとなっているか

イ．問題が発生した場合に適切に抽出・報告される仕組みになっているか・報告されたか
ウ．問題が発生した場合に適切に対応される仕組みとなっているか・対応したか(しているか)

エ．業務の効率性が確保されているか、管理過剰な点、経営の効率性を阻害している点はないか
オ．社内すみずみに周知徹底され、意識と行動に落とし込まれているか
カ．運用の状況が取締役によって適切にモニタリングされているか

キ．以上について有効に機能しているか

という点を、

□代表取締役との会合
□重要な会議への出席

□役職員からの報告聴取

□重要な書類の閲覧

□実地調査(往査)
等の期中監査を通じて確認していく
。特に内部監査部門を始めとした内部統制部門からの報告聴取、これら部門に対する実地調査(往査)は、内部統制システムを監査する上での有効な手立てとなる
。
【図７】







(４)　抽出された問題点や、監査役が指摘した問題点への対応状況の確認

監査の過程において問題点等が発見された場合は、他の期中監査と同様に対応する。つまり、自社における問題の大きさや重要性によって、
ア．現場での指摘・改善要請

イ．管掌取締役への改善の助言
を行い、その上で指摘・要請・助言に対する対応状況を、報告受領・面談・往査などによって確認する。
確認の結果、もし改善が見られない場合は、
ウ．監査役会の審議の上で、代表取締役又は取締役会に対して助言・勧告、改善要請
を行う。ただし、法令・定款違反や、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある場合は、ア・イを経ずに、ウの対応行う必要がある。

監査役が何れの対応を取るべきかは、各社の業種・業態などの事業内容、規模、その他会社の特性、既に構築・運用されている内部統制システムに応じて、各社ごとに判断される。
なお期末においては、以上の期中監査において確認してきた内容を基に、内部統制システムの相当性に関する監査意見を形成し、必要に応じて監査報告に記載することとなるが、その方法及び視点・着眼点に付いては、(社)日本監査役協会 本部監査役スタッフ研究会が２０１０年に公表した『監査報告作成時における監査役監査の視点・着眼点の考察』「第３章　内部統制システムの監査」に記載されているので、ご覧いただきたい。
第3章　内部統制システムに係る監査役監査(実践)

第１章及び第２章で述べたとおり、内部統制システム自体、各社によって異なるため、具体的に監査すべき対象も異なる部分があるが、本章においては、実際にいくつかの会社において実践されている期中での監査について示す。
なお何れの場合においても、実際に「見る」「読む」「聞く」「感じる」ことによって、経営層から、末端の各部門に至るまでのＰＤＣＡの状況を確認することが必要である。特に法令を遵守する強い意識の醸成と周知徹底、間違った行動や問題の発生を防止する仕組み・施策の整備、主体的なモニタリングの有無などについて、「意識」「行動」「監視」の視点から報告を聞くのがポイントである。

１．代表取締役との会合

会社の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立に努める職責を果たすため、代表取締役と定期的な会合を持って、監査に必要な情報を入手し相互に意見交換を行うことが必要である。

そのため、経営課題や監査上の気づき事項など、様々な事柄が代表取締役との会合での議題となるが、内部統制システム監査においては、代表取締役の内部統制システムに対する認識・姿勢を確認することが必要不可欠である。
特に経営トップとしての、

ア．自社の「企業理念」「企業行動基準」といった、内部統制システムの基本的な方針に沿ったガバナンスの考え方

イ．法令遵守、不正・不祥事発生防止に関する考え方

ウ．会社を取り巻くリスク、損失危機管理に関する考え方

といった点は、内部統制システムの構築・運用の根幹に関わるため、特に重視して確認する。

２．重要な会議への出席

法的に監査役が出席を義務付けられている取締役会のほか、
□内部統制システムの構築・運用に関わる会議
□問題が発生した場合に経営上のインパクト(売上・利益の損失、信用・ブランドの棄損など)が起きうる事項に関する会議
□自社・業界として対応すべき固有の法令・業界指針等を司る会議
を重点的に期中監査対象とする。

なお出席時には、それぞれの会議が司る内部統制システムの構築・運用に注意する。

(１)　出席時の確認ポイント
ア．法令・規則に則した運営がなされているか

イ．不正・法令違反・事故等、会社のリスクが洗出されているか

ウ．これらリスクの顕在化、問題の発生を未然防止する仕組みかあるか(検討されているか)

エ．リスク顕在化、問題が発生した場合の対応策があるが(検討されているか)

(２)　出席対象会議(例)
□取締役会、経営会議・常務会等

※これら会議は会社の業務執行の意思決定機関であり、付議・報告事項について内部統制システム全般を確認するが、特に不正防止や効率性確保、損失危機管理について注意する。また意思決定プロセスが経営判断の原則に基づいて行われているかを確認することが重要。

□予算会議・経営計画決定に関する会議
(予算・経営計画の効率性確保体制、損失危機管理体制の確認)

□コンプライアンス委員会
(コンプライアンス徹底・不正未然防止など法令遵守体制・損失危機管理体制の確認)

□リスク管理委員会
(会社として想定されるリスクの洗出し・対応など損失危機管理体制の確認)

□環境委員会
(環境法令対応、特に製造業では規制物質対応など法令遵守体制・損失危機管理体制の確認)

□個人情報保護・情報セキュリティ委員会
(従業員・顧客などの個人情報保護、情報漏洩防止など損失危機管理体制・法令遵守体制の確認)

□ＣＳＲ委員会

(企業の社会的責任　―　コンプライアンス・社会貢献・ディスクロージャーなど損失危機管理体制・法令順守体制の確認)

これら多数の会社で設けられていることが多い会議の他、ＰＬ責任委員会(製造物安全責任対応)、輸出管理委員会(外為法対応及び米国ＥＡＲ規制対応)、薬事管理委員会(薬事法対応)など、個々の事業分野・業法等に応じて設けられた会議を選択し、出席する。
３．役職員からの報告聴取
役職員からの報告聴取は、取締役の職務執行の監査・会社の業務調査を目的として行うため、対象は広範囲となるが、特に内部統制システム監査の観点から、内部統制システムの構築・運用に関係する部門の長や、遵守すべき法令(【表４】)を主管する部門の長を選定し、報告聴取を行う。
なおＰＤＣＡの確認の意味から、年１回、半期に１回、あるいは四半期に１回など、自社における重要度を考慮して報告聴取を定例化し、必要に応じて任意での報告聴取を追加することが望ましい。
(１)　報告聴取時の確認ポイント
ア．具体的な取組み(ＰＤＣＡ)の状況

　　体制(規則・仕組み)作り、社内への周知徹底、運用状況のモニタリング(自己監査等)の状況
イ．法令違反・不正等の問題が発生した場合の危機管理対策

ウ．法令・業界規約の改正や、社会的要請の変化への対応・見直しの状況
エ．これらの関する問題の有無と、取締役又は監査役への報告の状況
(２)　報告聴取の対象部門(例)
□取締役会事務局
(取締役会議事録など情報保存管理体制、法令遵守体制の確認)

□人事・総務部門
(労働安全衛生・人権など損失危機管理体制、法令遵守体制の確認)

□法務部門
(文書管理など情報保存管理体制、訴訟などの状況及び損失危機管理体制の確認)

□財務・経理部門
(予算・経営計画策定など効率性確保体制、計算関係書類・財務諸表の適正性の確認)

□情報システム部門
(ＩＴシステム、個人情報保護確認など効率性確保体制、情報報損体制)

□コンプライアンス部門
(コンプライアンス徹底・不正未然防止など損失危機管理体制・法令遵守体制)

□リスク管理部門
(ＢＣＰマニュアル、リスク対応方針など損失危機管理体制)

□子会社管理部門
(子会社からの報告体制・子会社に対する管理体制など企業集団内部統制)

この他、環境推進部門、ＣＳＲ推進部門、各社業法対応部門、知的財産部門、輸出管理部門など、自社の内部統制システムに実態合わせて対象を選定する。
４．重要な書類の閲覧
代表取締役社長が決裁するりん議書ほか、会社の意思決定・業務執行の決定に関する書類を閲覧し、業務が適正に行われているかを確認する。

なお会社によって、それぞれ決裁権限と範囲・基準が異なるが、その規則・規定自体も、法令遵守体制・効率性確保体制の一環である。従って、予め決裁基準や重要書類の取扱いに関する規則・規定を理解しておく必要がある。
(１)　書類閲覧時の確認ポイント
ア．法令又は規則どおりに作成されているか・記載内容が適正か
(法令遵守体制、効率性確保体制の確認)

イ．重要な書類が、法定保存年限・会社規則に沿って適切に保管・管理されているか
(情報存管理体制、法令遵守体制の確認)

ウ．決裁権限・基準は守られているか・妥当か
(法令順守体制、効率性確保体制の確認)

エ．監査役の閲覧請求に対応されているか
(監査役監査実効性確保の確認)
(２)　報告聴取の対象部門(例)
□取締役会議事録(法定議事録であり、会社法に沿って作成されることが絶対条件)

□経営会議・予算会議議・その他事業の決定に関する会議の議事録

□代表取締役社長のりん議決裁書類、取締役の担当業務毎の決裁書類

□企業再編・アライアンスなど会社の事業に関する重要な契約書

□決算短信・業績予想・有価証券報告書・内部統制報告書など開示書類

５．実地調査(往査)

支店・工場などの事業所に赴き、取締役が構築・運用している内部統制システムの状況(企業理念・行動規範等の徹底、法令・規則の遵守、取締役等経営層への報告の有無や、これらが内部統制システムの構築に係る部門によって教育やモニタリングがされているか、さらには往査先部門自体でのＰＤＣＡの状況)を実際に見聞きして確認する。
(１)　実地調査(往査)時の確認ポイント
基本業務の実態を一つ一つ調査する必要はない(内部監査部門の任務)。監査役として確認すべき点は、代表取締役との会合、役職員からの報告聴取などにより、構築・運用状況を確認した内部統制システムが、実際に各現場に徹底されているかという点であり、かつまた現場におけるＰＤＣＡである。
よって以下について留意しつつ、往査実施前に質問として出し、現場においての実態を聞き、あるいはまた角度を変えながら質問をぶつけ、必要に応じてエビデンスをチェックする。
ア．自社の「企業理念」「企業行動規範」といった、内部統制システム、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針が理解され、また役職員に周知徹底されているか

イ．主たる業務における法令や規則の遵守、不正防止、情報保存管理などについて、その部門における周知徹底、又は教育等の取組みがどのようになされているか

ウ．特に不正防止・コンプライアンス遵守といった、問題の発生を未然に防止するためにどう取り組んでいるか

エ．実際に懸念や問題がないか、問題が発生した場合に適宜、取締役又監査役に報告したか

なお、会社として一般的に遵守すべき法令、自社又は業界特有の法令、多岐に亘る、また、営業、調達・購買、保守・サービス、製造、倉庫など業務毎に注意すべき法令等、現場で対応すべき法令は多岐にわたるため、これらが洗出されていること、きちんと対応されていること、法令にもとる行為を防止する意識付けや教育が実施・徹底されていこと、を確認することも最重要である。
【表４】会社として遵守すべき法令等の例
会社として遵守すべき法令等、並びに業務及び業種に固有の法令等(業界団体等による基準など、いわゆるＳｏｆｔ　Ｌｏｗも含まれる)を以下に例示する。
内部統制システム監査においては、これら法令等を管掌又は対応する部門での体制構築・ＰＤＣＡサイクルでの運用・社内展開と、各現場における浸透・ＰＤＣＡサイクルでの運用と、両面を確認することが重要である。
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	工場立地法、環境関連法令(大気汚染防止法・水質汚濁防止法等)・条例

	輸出入関連
	外国為替及び外国貿易法(外為法)、貿易管理法、
輸出貿易管理令(リスト規制・キャッチオール規制)、検疫法

	厚生関連
	食品衛生法、食品安全基本法、水道法、薬事法

	調達・購買関連
	下請法、リサイクル関連法、グリーン調達法


	③業種固有の法令等
	

	工業関連
	電気事業法

	電気通信関連
	電機通信事業法、電気通信役務利用放送法、電気工事業業務適正法、電気事業法、
電気工事業法、電波法、放送法

	商業関連
	割賦販売法、家庭用品品質表示法、金融商品販売法、消費者安全法、消費者契約法、

商品先物取引法、倉庫業法、大規模小売店舗立地法、特定商取引法律、旅行業法

	金融・保険関連
	貸金業法、銀行法、信託業法、保険業法、預金者保護法、資金決済法

	外国為替・貿易

関連
	外国為替及び外国貿易法(外為法)、貿易保険法、輸入取引法、輸出貿易管理規則、

輸入貿易管理規則

	陸運・海運関連
	鉄道営業法、鉄道事業法、道路運送法、海上運送法、港湾法

	建築・住宅関連
	建設業法、建築基準法、宅地建物取引業法、不動産鑑定評価法、農地法

	環境保全関連
	悪臭防止法、騒音規制法、大気汚染防止法、土壌汚染対策法

	厚生関連
	食品安全基本法、食品衛生法、水道法、薬事法(医薬品及び医療機器)

	
	

	④外国の法令等
	

	外国取引関連
	ワッセナー・アレンジメント(新ＣＯＣＯＭ)、[米国]ＥＡＲ規制、
ニューヨーク条約（外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約）、

[米国]反トラスト法、工業所有権の保護に関するパリ条約

	外国公務員
贈賄防止関連
	[米国]海外腐敗行為防止法、[英国]贈収賄法(BriberyAct2010）、
ＯＥＣＤ条約(外国公務員贈収賄防止条約)

	その他
	ワシントン条約、各種ＥＵ指令


おわりに　～　監査役スタッフに期待されること　～
これまで述べてきたように、内部統制システムは「取締役の職務の執行が法令定款に適合する」することを確保し、また「会社の業務の適正を確保する」ことを目的とした、つまり不祥事など問題の発生を未然に防止する仕組みであり、常にＰＤＣＡサイクルで運用され、必要に応じて見直されるべきものである。その構築・運用状況を監査することを課せられた監査役は、「事後監査」ではなく「予防監査」の観点から監査を行うべきことも述べてきたとおりである。

本稿では、その趣旨・目的を明らかにするため、視点・着眼点と対象・方法は監査役を中心に記述してきたが、「予防監査」を実効あるものにするためには、監査スタッフの役割が重要なことは言うまでもない。
当然、監査役スタッフとしての基本業務を遂行し、監査役と密にコミュニケーション・意思疎通が図られ、信頼が得られていることが大前提であるが、内部統制システムに係る監査役監査において監査スタッフに求められる役割はとは何か、それは監査役に対して、監査すべき対象やテーマを的確に意見具申することである。
そのためには、規則・組織と言った自社で構築・運用されている内部統制システムを理解すること、どのような法令やリスクに対応しているのか、事業運営を効率的に行うために、どのような規則が定められ、組織が置かれているのか、目配り・理解ができていることが必要である。またその背景にある、会社を取り巻く事業環境、経営上の課題を理解していること、会社の業種・業態・規模によらず、民法、会社法、金商法など会社の在り方・運営を規定する法令から始まり、独禁法や、安全衛生法、消防法など、企業として一般的に遵守すべき法令等を理解していること、さらには自社固有あるいは業界固有の遵守すべき法令等を理解することが必要となる。
そうすることによって、法令・定款違反、不正、不祥事、事故といった問題の発生を未然に防止するために、自社においてどのような監査を実施すべきなのか、何を対象とし、何をテーマとして監査を実施すべきなのか、監査役スタッフも自ずと見えてくるはずであり、初めて監査役に意見具申できるようになるであろう。
以上は、本部監査役スタッフ研究会で内部統制システムに係る監査役監査の研究に携わったメンバーの問題意識であり、率直な想いであり、かつまた目標でもある。
会社の業種・業態、規模、機関設計を問わず、全ての監査役スタッフの一助になれば幸いである。
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【別表】内部統制システム決議と具体的な期中監査対象例
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	①情報保存
管理体制
	□決定に関する記録作成、決裁書類等文書保存規定の整備
□監査役の閲覧請求した場合の対応
	□取締役会議事録、経営会議議事録、担当役員決裁書、その他取締役の職務の執行に係る文書その他の情報についてその保管に関する規程の整備と適切な保存・管理状況

□経営計画・利益計画等の保管に関する規程の整備と保存・管理状況

□会社の機密情報や個人情報等保護規定体制

□文書取扱規定・文書保管規定・情報システム管理規定等、情報保管・管理に関する基準及び体制

□契約書や法定帳票等の保存・管理の状況

□上記情報・記録類に対する監査役閲覧請求対応状況

	□取締役会規則、経営会議規則

□文書保存管理に関する規定、情報システム管理規定、個人情報保護規定、機密情報保護規定
	□取締役会、取締役会事務局

□総務・法務部門

□財務・経理部門

□情報システム部門　　など
	【必須項目】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□重要な会議への出席

・取締役会・経営会議・常務会等への出席

・内部統制に関する委員会等への出席

・情報開示に関する委員会等への出席

・個人情報保護・情報セキュリティに関する委員会等への出席

	p.37


	□重要な会議において

・適切に情報管理体制が検討・決定されているか

・運用が適宜、報告・対応されているか



	
	
	
	
	
	□代表取締役との会合
	p.46
	□代表取締役の情報保存管理意識・認識はどうか



	
	
	
	
	
	□重要書類の閲覧

・取締役会議事録、経営会議議事録の閲覧

・その他重要な会議の議事録閲覧

・りん議決裁書等重要書類の閲覧
・重要な契約書の閲覧


	p.48


	□重要な書類が

・規則に照らし適切に作成・保管されているか

・(議事録の場合)記載の内容が適正か

・監査役の閲覧請求に対応されるようになっているか



	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・機密情報管理に関する委員会等の報告の聴取

	p.53


	□役職員(対応組織)において

・情報保存管理の意識が浸透しているか

・管理、対応の実態はどうか

・経営層に適切に報告しているか


	
	
	
	
	
	□実地調査(往査)

・事業所・子会社往査
	p.60
	各職場・事業場・子会社において

・情報保存管理教育が実施され、現場で徹底されているか

・適切に運用されているか

・問題は適切に経営層に報告されたか



	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか




※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。

	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	②損失危機
管理体制
	□コンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害対応、品質、輸出管理等に関する規則・体制の整備、これらに関する教育・研修の実施

□リスクが発見された場合の監査役への報告
	□リスク管理に関する諸規程の整備・周知徹底状況

□リスク管理に関する教育・訓練制度の計画と実施状況

□内部通報制度等の整備・周知徹底状況

□危険物等の管理体制

□市場リスク、信用リスク、流動性リスク、事務リスク、システムリスクの他、会社の事業内容及び性質等に生じるリスクの認識と対応状況

□各種リスクの測定・モニタリング・管理方法等の管理規程の整備・運用状況

□リスク管理の取締役会等の報告体制の状況

	□危機管理(リスクマネジメント)
規定

□危機発生時対応マニュアル・BCPマニュアル

□コンプライアンス規定

□コンプライアン内部通報規定

□情報セキュリティ基本方針

□情報開示方針

□環境保護規定

□品質保証規定

□輸出管理規定

□危険物管理規定

□安全衛生管理規定等

□内部監査規定
	□リスクマネジメン部門

□営業コンプライアンス推進部門

□総務・法務部門(コンプライアンス・安全衛生)

□財務部門

□情報システム部門

□情報開示委員会

□環境推進部門

□輸出管理部門

□危険物取扱部門等

□財務報告に係る内部統制(J-XOS)所轄部門


	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか


	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□重要な会議への出席

・取締役会、経営会議・常務会、予算会議等への出席

・財務方針を決定する会議等への出席

・内部監査講評会への出席
	p.37


	□重要な会議において

・適切にリスクが検討されているか

・リスクが顕在化した場合に、適宜報告される体制となっているか、対応方法は決定されているか


	
	
	
	
	
	□代表取締役との会合

	p.46

	□代表取締役の損失危機管理意識・認識はどうか


	
	
	
	
	
	□重要書類の閲覧

・りん議決裁書等重要書類の閲覧

	p.48


	□災害、事故、訴訟等に関して規則に照らして適切に処理されているか


	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・コンプライアンス、リスクマネジメント、輸出管理、内部通報等に関する部門の報告聴取
・訴訟案件、係争案件の有無・状況聴取
	p.53


	□役職員(対応組織)において

・損失危機管理の意識が浸透しているか

・管理、対応の実態はどうか

・経営層に適切に報告しているか


	
	
	
	
	
	□実地調査(往査)

・事業所・子会社往査

	p.60
	□各職場・事業場・子会社において

・リスク管理教育が実施、徹底されているか

・対応すべきリスクが洗い出されているか

・リスクが現在化した場合に経営層に報告することが徹底・浸透されているか、対応が決定されているか



	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか




※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	③効率性確保
体制
	□経営会議、予算会議、計画策定会議の設置と多面的な検討による意思決定の実施

□内部監査、財務報告に係る内部統制の実施と業務改善

□その他、各種経営管理システムの設置
	□経営会議等の設置状況・付議決裁体制

□業務分掌規程及び各取締役の職務の執行が効率的に行われる体制の整備と必要に応じた業務分掌規程の見直し状況

□経営計画の進捗状況管理と必要に応じた所要の対策の立案・実行状況

□内部監査、財務報告に係る内部統制の実施、整備・運用状況
	□取締役職務分掌規定

□職務権限・決裁規定

□経営会議規定・付議基準

□りん議決裁規定

□コンプライアンス規定

□内部監査規定
	□経営会議

□総務・法務部門

□財務部門

□コンプライアンス部門

□内部監査部門

□財務報告に係る内部統制(J-SOX)所轄部門
	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□重要な会議への出席

・経営会議への出席


	p.37


	□充分な合理的情報に基づき意思決定を行う体制となっているか。

□経営計画の策定、経営資源の配分、社内組織、管理体制、ITなど、効率的経営を行うよう努められているか。



	
	
	
	
	
	□代表取締役との会合


	p.46


	□代表取締役の効率性確保認識はどうか

・効率性の追求と、会社の健全性のバランスが採られているか



	
	
	
	
	
	□重要書類閲覧

・りん議決裁書等重要書類の閲覧

	p.48


	□職務権限・決裁権限などにより、効率的な経営を行う体制となっているか。



	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・取締役との個別面談
・各執行部門の事業計画の説明の聴取

	p.53


	□役職員(対応組織)において

・効率性確保の意識が浸透しているか

・管理、対応の実態はどうか

・経営層に適切に報告しているか



	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか




※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	④法令遵守体制
	□法令遵守体制の整備、教育・研修の実施

□内部監査の実施

□コンプライアンス内部通報制度の整備
	□自社に関わる業法の遵守状況

□独占禁止法・公務員倫理規程等の遵守状況
□内部統制システムの構築・運用状況

□基本理念・社員行動規範等の周知徹底状況

□その他コンプライアンスに関する諸規程の整備・周知徹底状況

□コンプライアンスに関する人材育成教育の策定・実施状況

□取締役会規則・付議基準の整備・遵守状況

□ＣＳＲの定着状況

□内部監査の実施状況

□コンプライアンス内部等通報制度の整備・運用状況
	□取締役倫理規定

□取締役会基礎・付議基準

□グループ社員行動規範・倫理行動基準

□各種業法対応の規定

□コンプライアンス規定

□営業コンプライアンス規定

□役員・社員教育計画

□反社会的勢力取引防止規定

□CSR推進方針

□コンプライアンス内部通報規定

□知的財産保護規定

□環境保護規定

□輸出管理規定

□内部監査規定


	□取締役会

□総務・法務部門

□コンプライアンス部門

□営業コンプライアンス部門

□各種業法対応部門

□知的財産統括部門

□CSR推進部門

□環境推進部門

□輸出管理規定

□内部監査部門

□財務報告に係る内部統制(J-SOX)所轄部門

□各事業所(工場・営業拠点等)
	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□重要な会議への出席

・取締役会への出席

・経営会議等への出席

・コンプライアンスに関する委員会等への
出席


	p.37


	□重要な会議において、

・競業取引・利益相反取引など、法令・社内規則により取締役会の決議、報告を要する事項が適切に報告されているか

・法令等を遵守した意思決定・業務執行がなされているか



	
	
	
	
	
	□代表取締役との会合


	p.46


	□代表取締役の法令遵守意識はどうか



	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取
・取締役との個別面談

・コンプライアンス、各種業法対応部門、環境部門、輸出管理部門等からの報告聴取

・コンプライアンス教育の実施状況の報告の聴取

・競業取引、利益相反取引、無償の利益供与等の報告の聴取
・内部監査部門の報告の聴取

	p.48


	□役職員(対応組織)において

・法令遵守の意識が浸透しているか

・管理、対応の実態はどうか

・経営層に適切に報告しているか

□内部監査の結果、問題・懸念事項は無いか



	
	
	
	
	
	□実地調査(往査)

・事業所・子会社往査


	p.53


	□各職場・事業場・子会社において、

・法令遵守に関する教育が実施・徹底されているか

・対応すべき法令が洗い出されているか、遵守されているか

・問題点が経営層に報告される体制となっていか、その体制が浸透しているか、適切に対応されているか



	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか




※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	⑤企業集団内部統制
	□子会社への内部統制システムの展開
□子会社への財務報告にかかる内部統制の展開

□親子会社間での経営理念の共有

□親子会社間での報告体制の展開

□親子会社間の役員派遣

□親子会社間の業務監査、コンプライアンス監査の実施

□子会社まで含めたコンプライアンス内部通報制度の展開

□市価に基づいた取引することを宣言
	□内部統制システム・財務報告に係る内部統制の展開状況
□親会社から要求された事項について報告・相談する体制の整備状況
□経営理念の共有状況
□子会社からの情報収集の体制の整備状況

□子会社への情報提供の体制の整備状況

□親会社への報告体制の整備状況
□子会社への役員派遣状況と機能状況

□国内・海外グループ会社の経営基盤整備状況
□法令等遵守体制の整備状況とそれを監視する仕組みの整備状況

□リスク管理体制の整備状況とそれを監視する仕組みの整備状況

□コンプライアンス内部通報制度の子会社への整備・運用状況

	□取締役会規則・付議基準

□経営会議規則・付議基準

□子会社管理規定

□グループ社員行動規範・倫理行動基準

□グループコンプライアンス方針

□コンプライアンス内部通報制度

□CSR推進方針

□内部監査規則


	□取締役会

□経営会議

□子会社管掌取締役

□子会社統括部門

□コンプライアンス部門

□CSR推進部門

□内部監査部門

□財務報告に係る内部統制(J-SOX)所轄部門

□子会社取締役・監査役
	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□重要な会議への出席

・関連会社に関する会議への出席(予算審議決定、製品開発、業績報告等)

・親会社に対する月例報告会への出席

	p.37


	□子会社まで含めた内部統制か体制化されているか

・親会社に報告すべき事項・承認を受けるべき事項や基準が定められ、運用されているか

・親会社としてのモニタリングが機能しているか

□子会社管掌取締役の、子会社に対する内部統制の意識・認識はどうか

□子会社に対し

・子会社が構築すべき法令遵守、損失危機管理、情報保存管理等の基準を設けているか

・基準を周知徹底しているか、構築・運用をモニタリングする仕組みがあるか、子会社からの報告体制ができているか

□内部監査の結果、問題・懸念事項は無いか

□子会社を含めた、財務計算の適正性を確保する体制が取られているか


	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・子会社管掌取締役との面談

・子会社統括部門へのヒアリング

・内部監査部門からの報告聴取

・財務報告に係る内部統制所轄部門の報告聴取

・子会社役職員からの報告聴取


	p.48


	

	
	
	
	
	
	□実地調査(往査)

・子会社取締役及び監査役との意見交換

(子会社往査時)

	p.53


	□親会社による内部統制が

・意識され、徹底されているか

・報告すべき事項・承認を受けるべき事項が規定通り行われている実施されているか

(子会社監査役の監査結果にも依拠)
□子会社おいて、問題発生を防ぐ意識が徹

底され、体制が構築されているか


	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか



※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	⑥監査役スタッフ配置

⑦監査役スタッフの

独立性
	□監査役スタッフを置いていること(又は求めが有ればおくこと)、監査役スタッフ以外に内部監査部門等が補助すること

□監査役スタッフの独立性(人事異動の監査役会への事前説明・懲戒の場合の事前承認　等)


	□監査役スタッフの設置状況

□その他監査役スタッフについて監査役が要望した際の対応状況

□監査役スタッフ等の独立性の確保状況

□監査役スタッフの組織変更・人事に関する協議内容

	□監査役会規定

□監査役監査基準

□監査方針

□職務分掌規定


	
	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認
□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか
・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□代表取締役との会合

	p.46


	□監査役スタッフの配置、独立性に注意が払われているか

・監査役スタッフの業務(情報収集等)に不当な制限が加えられていないか

・監査役スタッフに対する、監査役の指揮命令権が不当に制限されていないか

・監査役スタッフの人事評価・懲戒処分等に対する監査役の同意見が実行されているか



	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・人事管掌取締役との面談

・監査役(会)事務局との面談

※兼任スタッフがいる場合は、その兼務
部門の長との面談も実施
	p.48


	

	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか



※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
	内部統制システム
	内部統制システム決議の
	具体的な監査対象(例)
	
	
	期中における監査方法・手立て(例)
	参照※
	判断の視点・着眼点(例)

	
	主な内容の概要(例)
	
	対応する規則規定・体制(例)
	対応する組織・部門等(例)
	
	
	

	⑧監査役への
報告体制
	□経営会議付議案件、内部監査結果は都度報告

□内部通報制度、取締役が会社に著しい損害が発生する恐れのある事実を発見した場合のその事実等を遅滞なく監査役に報告する

	□取締役、従業員が定期・不定期に業務の遂行状況を監査役に報告する体制の整備状況

□監査役から質問の質問・資料閲覧請求への対応状況
	□取締役倫理行動規定

□取締役会規則・付議基準

□経営会議規則・付議基準

□内部監査規則

□コンプライアンス内部通報制度
	□取締役会

□経営会議

□総務部門

□財務部門

□コンプライアンス部門

□内部監査部門

□財務報告に係る内部統制(J-SOX)所轄部門


	【必須事項】

□対応する規則規定の整備状況の確認

□対応する組織・部門等への運用状況ヒアリング


	
	□決議内容が

・適法かつ網羅しているか

・定期的にモニタリング・見直しされているか

□規則を周知徹底しているか、規則に沿った運用がされているか



	
	
	
	
	
	【期中監査項目】

□代表取締役との会合
※必要に応じて他の取締役も対象とする

	p.46


	□監査役に報告が必要なことが認識されているか

・監査役に報告すべき事項が報告されているか

・報告された事項に対して適切に対応されているか

□監査役の問の質問・資料閲覧請求へ適切に対応しているか



	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・内部通報に関する部門からの報告聴取

・内部監査部門からの報告聴取

※その他必要に応じて報告聴取


	p.48


	

	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか


	⑨監査役監査

実効性確保体制

	□代表取締役と定期会合
□内部監査部門・会計監査人との連係

	□決算内容や重要な職務の執行状況等の報告に関する規程の内容

□重要なりん議書・決裁書類の回付状況

□内部監査部門、コンプライアンス等の内部統制に関係する部門が監査役を連係又は補助する体制

□その他、監査役が職務を遂行するにあたっての対応


	□監査役会規定

□監査役監査基準

□監査方針

□職務分掌規定


	□監査役(会)事務局

□内部監査部門

□会計監査人

	【期中監査項目】

□重要な会議への出席


	p.37

	□監査役監査の実効性を確保することが
意識・認識されているか

・役職員(子会社含む)からの報告聴取、実地調査、会計監査人からの報告聴取などについて、不当な制限はないか

・監査役の閲覧に供すべき重要書類を供する措置を講じているか

・監査役が出席する必要を認めた会議等について、監査役の出席を確保する措置を講じているか

・その他監査役が職務を遂行するにあたって要請した協力・報告・提供について、適切に対応する措置を講じているか、実際に対応されているか



	
	
	
	
	
	□代表取締役との会合
※必要に応じて他の取締役も対象とする

	p.46

	

	
	
	
	
	
	□重要書類の閲覧

	p.48


	

	
	
	
	
	
	□役職員からの報告聴取

・内部監査部門からの報告聴取

	p.53

	

	
	
	
	
	
	□実地調査(往査)

	p.60

	

	
	
	
	
	
	□会計監査人からの報告聴取(連係)
※場合によっては三様監査会議を実施


	p.91

	

	
	
	
	
	
	
	
	□以上をとおして

・問題点はないか、又は適切に対応されたか

・不十分な点、又は管理過剰な点はないか



※「参照」は、『監査役監査活動とスタッフ業務』(公益社団法人　日本監査役協会　本部監査役スタッフ研究会、２０１１年)記載頁を表す。
【参考資料】内部統制システムに係る取締役会決議の例

参考までに、少ない事例ではあるが内部統制システムに係る取締役会決議の実例を挙げる。各社の業種や機関設計、上場・非上場など異なるが、各社の取締役(執行側)がどこにリスクや注意点を置き、対応する体制を構築しているかが見て取れる。
また各社で内部統制システム監査を行う上で、特に重視するポイントを下線で示した。自社における内部統制システム監査のポイントを考える上で、参考にしていただければ幸いである。
	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	①情報保存
管理体制
	①　職務の執行に係る情報については、「取締役会規程」、「文書取扱規程」、「回議書取扱規程」その他社内規程に基づき、保存、管理する。
	当社は、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定文書のほか、決裁書等取締役の職務の執行に係る重要な情報を文書又は電磁的媒体に記録し、法令及び「文書管理規程」に基づき適切に保存及び管理を行い、必要に応じて保存・管理の状況の検証、取締役・監査役からの閲覧要請への対応、規程の適宜の見直し等を行っている。
	①　法令および会社規定に従い、取締役は、その職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体(以下、文書等という）に記録し、適切に保存し、管理する。

②　取締役および監査役は、会社規定の定めに基づき、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。
	①　当社における取締役の職務執行に関する文書、電磁的記録等の各種情報は、「グループ文書管理規程」、「グループ稟議・申請規程」等の社内規程に則り、適法・適切に保存・管理する。
また、取締役及び監査役は当該情報を常時閲覧することができるものとする。
	当社は、取締役会議事録や決裁書等、取締役の職務執行に係る文書およびその他重要な情報について、適切に保存・管理するため、以下の体制を整備する。

①　「文書管理規程」に基づき、保存の期間や方法、事故に対する措置を定め機密度に応じて分類のうえ保存・管理する。
②　「情報セキュリティ規程」に基づき、情報セキュリティ管理責任者を任命するとともに、各本部に情報セキュリティ責任者を置き、情報の保存および管理に関する体制を整備する。


	①　執行役規則及び文書保存規程において、執行役の決定に関する記録を作成保存し、決裁文書について永年保存する旨を定めている。
②　上記の記録及び文書については、監査委員の要求があった場合、執行役は速やかに提出するものとする。

	②損失危機
管理体制
	①　「リスクマネジメント規程」に基づき、「リスクマネジメント委員会」を設置し、リスクマネジメント活動を推進する。

②　「危機発生時の対応要領」その他社内規程に基づき、万一重大な危機が発生した場合にも迅速・的確に対応する。

③　首都直下地震対策、新型インフルエンザ対策等の「事業継続計画（ＢＣＰ）」を策定し、全社を挙げてその実施及び維持管理に取り組む。

④　各執行部門は、「自己管理規程」に基づき、業務上のリスクについて、自主点検リスト等を活用した点検を行う。
⑤　内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、各執行部門のリスク管理状況を確認するための監査を行う。
	①　当社は、代表取締役副社長・ＣＯＯを委員長とする「総合リスク対策委員会」を設置し、当社及び子会社に係る種々のリスクの予防・発見・管理及び対応を行っている。

②　当社は、常に食品の安全・安心を確保することが最も重要な課題であるとの認識のもと、「食品安全監査基準」を制定し、食品安全研究所が主体となって、原材料から製品に至るまで、その安全性を調査、検証する体制を構築している。

③　当社は、「Ｂ社グループ重大商品事故対応規程」に則り、グループ内の各事業会社において「商品事故対策委員会」を設置の上、商品関連リスクについて、迅速かつ的確に対応することにより、被害を最小限に食い止め、再発を防止することとしている。

④　当社は、環境・安全リスクに対応する組織として「環境委員会」を設置し、環境面等における重大事故が発生したときは、マニュアルに従って直ちに対応し、事態の収拾、解決にあたることになっている。

⑤　「環境委員会」は、必要に応じて「産業廃棄物処理マニュアル」等各種マニュアルを見直し、定期的に運用状況の確認を行っている。

	①　品質、コンプライアンス、災害、環境、情報管理などに係るリスクについては、「リスクマネジメント管理規程」を定め、管理本部企画管理部および安全衛生・環境対策室が組織横断的にリスク状況の監視および全社的対応を行うとともに、内部監査室が定期的に各部門のリスク管理の状況を監査し、必要に応じて、取締役会またはコンプライアンス委員会等に報告することとする。
②　「危機管理規程」を定め、危機（重大な不測の事態）が発生した場合の情報収集、報告方法および緊急対策本部設置などの対応方法を明確化するとともに、地震、水害等の自然災害にたいしては別途対応マニュアルを定めることとする。
	①　事業活動に伴い生じる各種リスクについては、社内規程、細則及び事務マニュアルに基づきそれぞれの担当部署で適切に対処する。

②　情報管理に伴うリスクについては、リスク管理部を中心に、リスク管理を徹底するとともに、当社グループ全体として当該リスクの極小化を図るものとする。

また、緊急報告体制の強化により各種リスク情報の迅速な集約を推進するものとする。

なお、当社グループの主要な事業においては、情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認定を取得している。

③　事業に伴うリスクについては、一定額以上の事業投資案件につき取締役会の承認決議を必要とすることによって、取締役の職務執行を適切に監督するとともに、経営会議における事業遂行に係るリスクに関する報告を徹底することにより、リスク情報の集約及びリスク管理の徹底を行う。
	当社は、事業運営におけるさまざまなリスクに対し、回避、軽減その他の必要な措置を行うため、以下の体制を整備する。

①　「リスク管理規程」に基づき、各リスクに対応する責任部署を特定し、各責任部署においてリスクの管理を行い、リスクの低減およびその未然防止を図るとともに、緊急事態発生時においては、所定のエスカレーションフローに則り、緊急対策本部を設置し、緊急対策本部の指示のもと、被害（損失）の極小化を図る。

②　リスクマネジメント担当部門は、各部署が実施したリスクに対する評価・分析および対策・対応についての進捗状況を取りまとめ、その結果を定期的に取締役会に報告する。
	①　コンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害、品質、輸出管理等にかかるリスクについては、それぞれの対応部署にて、必要に応じ、規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布等を行う体制をとる。

②　経営会議において、各執行役より定期的に実施される業務執行状況の報告等を通じ、新たなリスクの発生可能性の把握に努めている。また、新たに生じたリスクへの対応のために、必要な場合は執行役社長から各関連部署に示達するとともに、速やかに対応責任者となる執行役を定める。　

③　リスクが現実化し、重大な損害の発生が予測される場合には、執行役は速やかに監査委員に報告する。


	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	③効率性確保
体制
	①　業務執行を効率的に行うため、執行役員を置く。

②　「職務権限規程」及び「業務執行規程」に基づき、取締役会、代表取締役及び取締役の役割と権限を明確にする。

③　グループ全体及び各執行部門の経営戦略及び経営課題の協議・検討を行う機関として、社長を委員長とし、委員長が任命する委員からなる「経営委員会」を設置し、原則月に2度開催する。
	①　当社は、取締役及び監査役で構成する「定時取締役会」を毎月１回、「臨時取締役会」を必要に応じて適宜開催し、法令、「定款」及び「取締役会規程」に従い重要事項について審議・決定を行い、また取締役の業務執行状況の報告を受け、その監督等を行っている。なお、取締役11名の内３名が社外取締役であり、監査役４名の内３名が社外監査役となっており、取締役の業務執行の監督機能を果たしている。

②　当社は、経営効率の向上を図るため、取締役及び常勤監査役で構成する「経営会議」を毎月２回開催して、「取締役会」で決議される事項の審議等を行い、また「決裁規程」により取締役会から権限委譲を受けた事項について、審議・決定を行っている。

③　当社は、チーフオフィサーで構成する「グループ会社戦略プレゼン」を原則として毎月２回開催し、主要子会社社長及び海外の地域総代表から事業会社の戦略（商品、財務、人材等）の報告、提案と確認を行い、子会社の業務執行状況を監督している。

④　当社は、「取締役会」及び「経営会議」の諮問機関として、取締役、執行役員、監査役等で構成する「投融資委員会」を毎月１回開催し、重要投融資案件等の事前審査・検討を行っている。

⑤　当社は、「取締役会」及び「経営会議」の諮問機関として、チーフオフィサーで構成する「人事委員会」を毎月１回開催し、グループ人事戦略の検討を行っている。

⑥　前各号以外に、当社は、マーケティング、生産及び資材の各担当取締役及び各部門の責任者でそれぞれ構成する「マーケティング戦略委員会」、「生産戦略委員会」及び「資材戦略委員会」を毎月又は隔月に１回開催し、グループ間における「マーケティング」、「生産」及び「資材」に係る情報の共有を図っている。

⑦　当社は、取締役及び従業員の適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、「職務権限規程」、「業務分掌規程」等の諸規程を既に整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図っている。

⑧　取締役については、その経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できるように、任期を１年としている。


	①　「業務規程」、「稟議規程」等の会社規定に基づき職務権限および意思決定ルールを明確化することとする。

②　各取締役の担当業務を定めたうえで、各取締役は自らの担当業務を執行し、各業務執行取締役は3ヶ月に1回以上自らの業務執行状況を取締役会に報告することとする。

③　月１回以上取締役会を開催するとともに、月1回以上に役付取締役、社外取締役および常勤監査役の出席による常務会を開催することにより、経営上の重要な意思決定を機動的に行い、経営課題の早期解決を図ることとする。
	①　取締役の職務執行に関しては、「グループ取締役規程」、「グループ組織規程」等の社内規程に基づき適切かつ効率的な意思決定体制を構築する。

また、各種社内手続の電子化を推進することにより、意思決定の明確化・迅速化を図る。

②　意思決定に基づく業務の執行にあたっては、取締役会において選任された執行役員がその管掌業務の執行を行うことにより、機動的な職務執行を促進する。
	当社は、効率的な運営体制を確保するため、以下の体制を整備する。

①　「取締役会規則」を定め、取締役会の決議事項および報告事項を明確にするとともに、「決裁規程」等の機関決定に関する規程を定め、決裁権限を明確にする。

②　取締役が取締役会において十分に審議できるようにするため、取締役会資料を事前に送付するとともに、取締役から要請があった場合には、取締役会資料に追加・補足を行う。

③　「組織管理規程（業務分掌を含む）」を定め、業務遂行に必要な職務の範囲および責任を明確にする。

	次に記載する内容の経営管理システムを用いて、執行役の職務遂行の効率性を確保する。

①　執行役による意思決定

当社又は当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項について、会議の開催による多面的な検討を経て慎重に決定するための仕組みとして、経営会議規則を定めている。また、部門別にも経営会議を開催し、重要事項は会議で検討する体制としている。

a.経営会議
・執行役で構成する会議であり、原則として毎月２回、執行役社長が招集する。

・個別の重要事項に関する審議のほか、年間の事業計画を審議する。

b.部門別経営会議

・a.の経営会議への附議に至らない各部門の運営に属する重要事項を慎重に決定するための会議体として、部門別経営会議を設置する。

②　予算・業績管理

各部門は、経営方針に基づき計画的且つ効率的に事業を運営するため、事業戦略、実行施策及び財務数値の目標値を中期経営計画(中計)及び年度予算として策定し、これらに基づいた業績管理を行っている。

③　内部監査
業務運営の状況を把握し、その改善を図るため、主として監査室による内部監査を実施している。

④　財務報告の信頼性の確保
a.監査委員会が会計監査人を監督し、また、会計監査人の執行役からの独立性を確保するため、監査委員会の職務として、以下の事項を実施する。

・監査委員会に対する会計監査人の監査計画の事前報告の受領

・監査委員会による会計監査人の報酬の事前承認

・会計監査人に依頼する非監査業務の監査委員会の事前承認

b.財務報告へ反映されるべき事項全般につき文書化された業務プロセスの着実な実行と検証(必要に応じて会計監査人にも依頼する)を行う。


	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	④法令遵守
体制
	①　取締役会は。「取締役会規程」に基づき、重要事項について決定するとともに、業務執行の監督にあたる。
②　「コンプライアンス規程」に基づき、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス活動を推進する。
③　コンプライアンス行動指針等を定めた「コンプライアンスハンドブック」を活用し、コンプライアンスを徹底する。

④　社内・社外双方に受付窓口を開設した「コンプライアンス相談窓口」を活用することにより、コンプライアンスに関する疑問点や問題点の解決の一助とする。

⑤　内部監査室は、各執行部門における業務の適法性、社内規程に基づく業務執行の状況を確認するための監査をする。
	①　当社は、役員及び従業員が「Ｂ社グループ倫理規程」及び「Ｂ社グループコンプライアンス規程」を遵守し、法令、「定款」等に違反しないよう業務の運営を行っている。

②　当社は、代表取締役副社長・ＣＯＯを委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、役員及び従業員が法令、「定款」、諸規程等を遵守するように努めている。

③　法令、「定款」、諸規程等に違反する危険性を回避するために、当社及び子会社の各部署は、業務遂行にあたり必要に応じて弁護士等外部の専門家に相談することにしている。

④　代表取締役社長・ＣＥＯ直轄の内部監査室は、本社・子会社の主要な事業所を定期的に監査し、法令、「定款」、諸規程等が遵守されていることを確認している。

⑤　当社は、法令、「定款」、諸規程等に違反する行為が行われ、又は行われようとしている場合の報告体制として、「Ｂ社グループ内部通報規程」を既に制定し、すべての役員及び従業員に周知徹底を図っている。当社は、当該通報を行った者に対して、解雇その他のいかなる不利益な取扱いをも行わないことにしている。

⑥　監査役は、「監査役会規程」、「監査役監査基準」等に基づき取締役の職務執行の適正性を監査する体制をとっている。

⑦　当社は、適正な人員を配置して、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの構築及び運用を整備・推進している。
	①　「Ｃ社グループ経営理念」、「Ｃ社グループ企業行動倫理基準」、および「コンプライアンス規程」等の経営理念、倫理・行動基準、会社規定に従い、取締役および社員等は、法令および定款を遵守するとともに、適切に当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの社会的責任を果たすこととする。

②　コンプライアンスの周知徹底また不断の改善のため、社長を議長とするコンプライアンス委員会を定期的に開催するとともに、「内部通報制度」(コンプライアンス・ヘルプライン)を常設することにより、コンプライアンス上疑義のある行為等について、社員等から直接情報提供が行える体制をとることとする。

③　取締役および社員等は、「反社会的勢力対応管理規程」等に基づき、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体において、社会的な秩序および企業の健全な活動に悪影響を与える個人・団体とは、一切係りを持たないこととする。
	①　当社グループは、法令を遵守することはもとより、高い倫理観をもって事業活動に取り組むものとする。

②　取締役及び使用人の職務執行については、代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査部による定常的な業務監査を実施するとともに、コンプライアンス委員会によりグループ横断的にコンプライアンスに対する取り組みを進め、適正な職務執行を徹底する。

また、社外取締役及び社外監査役による取締役の職務執行に対する監督を徹底し、これらに弁護士を起用することにより、専門的・客観的な観点から法令・定款への適合性の検証を行う。

③　さらに、すべての役員・使用人に対して当社グループの一員として必要な知識及び倫理観の醸成を図るべく、コンプライアンス教育を実施するとともに、公益通報者保護法に基づいた措置等の適切な運用を推進するものとする。
	当社は、法令遵守にとどまらず、高い倫理観に基づく適正な企業活動を行うため、すべての取締役および使用人が遵守すべきコンプライアンスに関する行動規範を定め、コンプライアンス体制の継続的な強化のため、以下の体制を整備する。

①　チーフ・コンプライアンス・オフィサー（CCO）を選任し、CCOは当社のコンプライアンス体制の確立・強化に必要な施策を立案・実施する。

②　各組織にコンプライアンス責任者、およびコンプライアンス管理者を置きコンプライアンスの徹底を図る。

③　取締役および使用人が直接報告・相談できる社内外のコンプライアンス通報窓口を設置し、企業活動上の不適切な問題を早期に発見・改善し、再発防止を図る。
④　監査役および監査役会は、法令および定款の遵守体制に問題があると認められた場合は、改善策を講ずるよう取締役会に求める。


	次に記載する内容の経営管理システムを用いて、法令遵守体制を継続的に維持する。

①　当社の事業活動に関連する法令の遵守

a.法令遵守状況の確認及び法令違反行為等の抑止のため、監査室その他の担当部署による内部監査を実施している。

b.当社の従業員が担当部署に通報できるコンプライアンス通報制度を設置する。

・コンプライアンス本部を事務局として、違法行為等に関する内部通報（記名）を受けつける。

・コンプライアンス本部は必要な調査等を実施し、通報者に回答する。

・通報者には通報による不利益を生じないこととする。

c.法令遵守教育として、当社の事業活動に関連する各法令についてハンドブック等の教材を用いた教育を実施している。

②　会社規則

内部統制システム全般に亘り、周知を図り実効性を確保するため、執行役の職務として、各会社規則を定めている。但し、内部統制に関する以下の事項を定める規則については、制定改廃に取締役会の承認を要するものとする。

a.規則の体系、制定方法を定める規則（「規則、通達に関する取扱い規程」）

b.会社の機関に関する規則（「取締役会規則」、「執行役規則」）

c.法令遵守、情報管理等に関する規則のうち特に重要なもの

・「Ｆ社企業行動基準」

・「取締役･執行役法令遵守・倫理綱領」

・「情報の管理と開示に関する規則」

・「反社会的取引の防止に関する規則」



	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	⑤企業集団
内部統制
	①　「関係会社管理規程」に社長直轄の関係会社と主管部を定めた関係会社を規定し、経営管理責任を明確にする。
②　「関係会社管理規程」に「関係会社との取引は原則として市場価格ベースとする」旨の基本方針を規定し、利益相反の防止を図る。

②　「関係会社管理規程」に関係会社取締役・監査役就任基準を規定し、当社の取締役は原則として関係会社の取締役には就任しないものとする。

③　内部監査室は、関係会社に対しても、「内部監査規程」に基づく監査を行う。
④　関係会社の従業員にも、社内・社外双方に受付窓口を開設した「コンプライアンス相談窓口」の利用を認め、コンプライアンスに関する疑問点や問題点の解決の一助とする。
	①　「Ｂ社グループ倫理規程」及び「Ｂ社グループコンプライアンス規程」を、当社及び子会社における業務運営の倫理上及び業務上の指針としている。

②　当社及び国内外の子会社の事業遂行内容については、当社担当部門が窓口となり定期的に報告を受け、また重要案件については、「決裁規程」に基づき社内の決裁権限者の承認を、又は子会社で、その権限を超える場合は当社取締役会等の承認を得ることになっている。

③　監査役及び内部監査室は、当社及び子会社の運営が法令、「定款」、諸規程等を遵守しているかを確認するために、定期的に往査も含めた監査を行っている。
	①　「関係会社管理規程」等に基づき、子会社及び関連会社ごとに管理担当部門及び管理担当部門長を定め、当該管理担当部門長は担当会社のガバナンス体制、コンプライアンス体制、リスク管理体制等を構築・整備を行うこととする。

②　定期的にグループ経営会議を開催することにより、子会社および関連会社の経営状況を把握するとともに、グループ全体の情報共有化を図ることとする。

③　監査役、内部監査室、安全衛生・環境対策室及びコンプライアンス委員会は子会社および観覧会社を定期的に監査・監督することにより、グループ内において業務の適正を確保することとする。

④　財務報告の信頼性確保については、代表取締役直轄の「内部統制統括部」および「内部統制推進委員会」等を設置のうえ、「財務報告に係る内部統制運用規程」に基づき、グループ内における財務報告に係る内部統制体制の整備を進め、これを適切に運用することとする。
	①　ビジネスユニット制を採用することにより、当社グループが営む事業ごとに業務の専門化を図っており、これにより各事業における業務の適正性・効率性を確保していく。

また、事業ごとにリスク情報を集約することにより、適切な管理を推進している。

②　当社グループ全体としては、グループ横断的に選任されたコンプライアンス委員から成るコンプライアンス委員会においてグループ横断的な指針を策定し、各部署に設置された総務管理部がそれに基づいて日常的な業務の適正な運営を推進している。

また、代表取締役社長直轄の独立組織である内部監査部において、各子会社の内部監査部門との連携を強化し、当社グループ全体で定常的に業務監査を実施することにより業務の適正を確保していく。
	当社は、グループの基本思想・理念を共有し、ガバナンス体制とコンプライアンスを強化するとともに、当社および当社子会社の取締役および使用人に、グループ会社共通の行動規範を適用し、以下の体制を整備する。

①　当社グループ各社のコンプライアンス体制を確立・強化し、コンプライアンスを実践するにあたり、当該活動が当社グループのコンプライアンスに関する基本方針に則したものとなるよう各グループ会社のCCOに対し助言・指導・命令を行う。また、当社グループ各社の取締役および使用人からの報告・相談を受け付けるコンプライアンス通報窓口を設置し、企業活動上の不適切な問題を早期に発見・改善し、再発防止を図る。

②　当社は、内部統制に関するセルフアセスメントを実施する。また、代表者は、親会社に対する財務報告に係る経営者確認書を提出し、グループ全体としての有価証券報告書等の内容の適正性を確保する。
③　内部監査部門は、過去の業務監査実績等を総合的に判断し、リスクが高いと判断する子会社に対して業務監査を実施する。
④　情報システム部門（セキュリティ対応）は、グループのチーフ・インフォメーション・セキュリティ・オフィサー（CISO）を長とする、グループ情報セキュリティ委員会に定期的に参加し、情報セキュリティに関する制度対応や対策状況、知識・技術等の情報の共有を行う。


	①　親会社との体制

a.基本方針の共有

親会社であるFＦ社及び当社の企業行動基準をFFブランド及びCSR活動の基礎として位置付け、FFグループ共通の価値観を醸成するとともに、企業が果たすべき社会的責任についての理解を共有する。

b.親会社による監査

定期的な親会社による業務監査、経理監査、輸出管理監査及びコンプライアンス監査を受け、その結果の適切なフィードバックを受けている。

c.FFグループ会社間の適正取引の確保

当社及び当社グループ会社は、FFグループ内の取引を市価を基準として公正に行うことを方針とする。

②　子会社との体制

a.会社規則

当社において、情報セキュリティ、環境、品質管理、輸出管理、反社会的取引防止等、Ｆ社グループの事業活動に関連する法令の遵守を基本とする方針及び管理規則を定め、子会社においても、当該方針等に準じた規則を定める。

b.効率性・コンプライアンスの確保

・内部監査に関する規則を定め、当社及び当社グループ会社の各部署を定期的に監査する体制を構築している。

・当社グループ会社に取締役及び監査役を派遣する。

・当社及び当社グループ会社の従業員が、当社担当部署に通報できる『コンプライアンス内部通報制度』を設置する。

・当社及び当社グループ会社で､財務報告へ反映されるべき事項全般につき文書化された業務プロセスの着実な実行と検証を各社の監査役等により行う。

c.当社グループ会社間の適正取引の確保

当社及び当社グループ会社は、当社グループ内の取引を市価を基準として公正に行うことを方針とする。



	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	⑥監査役
スタッフ
配置
	①　監査役からの要請に基づき、監査役の職務を補助すべき従業員として、監査役スタッフを配置する。
	①　当社は、かねてから「監査役会」に直属する監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき者として、専任の従業員を４名配置しており、現状、十分である旨「監査役会」から意見表明を受けている。
	①　監査役は、内部監査室等の要員に対し、その補助者として監査業務を行うよう指揮命令ができることとする。
	①　監査役の職務を補助するために、監査役会のもとに監査役室を設置し、監査役は、監査役室に所属する使用人に必要な事項を指示することができるものとする。
	①　監査役は監査役の職務を補助すべき使用人の配置を求めることができる。
	①　監査委員会を含む各種委員会及び取締役会の職務を補助するため、取締役会事務局を置く。

②　取締役会事務局には、１名又は数人を選任する。



	⑦監査役
スタッフ
独立性
	①　監査役スタッフの人事異動・評価等の最終決定には監査役の同意を要することとし、それを人事部の内規として規定する。

②　「職務分掌規程」に監査役スタッフの職務を規定する。
	①　監査役の職務を補助すべき従業員の選任・異動等の人事に関する事項については、事前に常勤監査役の同意を得ることとし、その人事考課は常勤監査役が行っている。

②　監査役の職務を補助すべき従業員は、当社の業務執行に係る役職を兼務せず、監査役の指揮命令下で職務を遂行することになっている。


	①　前号補助者の人事異動および人事評価については、常勤監査役の事前の同意を得なければならないものとする。
	①　監査役室に所属する使用人が監査役の補助業務にあたる際には、取締役の指揮命令を受けないものとする。
	①　当該使用人の任命については、監査役会へ通知し、懲戒・異動については、監査役会の同意を得る。


	①　取締役会事務局の人事異動については、監査委員会は事前に報告を受け、必要な場合は、理由を付して変更を人事担当執行役に申し入れることができる。

②　取締役会事務局に所属する使用人を懲戒に処する場合には、人事担当執行役は予め監査委員会の承認を得るものとする。


	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	⑧監査役会
への
報告体制
	①　取締役、執行部門長及びコーポレートスタッフ部門長は、「業務執行規程」に基づき、所定の事項を監査役に報告する。
②　内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、監査結果を監査役に報告する。
③　「コンプライアンス委員会」は、「コンプライアンス相談窓口」の相談・対応状況を定期的に監査役に報告する。
	①　取締役は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに当該事実を「監査役会」に報告することになっている。

②　取締役及び従業員は、「監査役監査基準」の定めるところに従い、法令が定める事項のほか、財務及び事業に重大な影響を及ぼすおそれのある事実、決定の内容等を直ちに監査役に報告することになっている。

③　従業員は、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、当該事実を監査役に報告することができる。
	①　取締役及び社員等は、監査役に対して、速やかに、法定の事項に加え、当社グループに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・ヘルプラインによる内部通報内容を報告することとする。

②　監査役は取締役会およびその他経営に関する重要な会議に出席し、審議事項がある時または求めに応じて、意見をのべることができるものとする。
	①　取締役及び使用人は、監査役に対して法定の報告を行うとともに、監査役からの要請に応じて必要な報告及び情報提供を行うものとする。
	取締役および使用人は、監査役または監査役会に対して、次の事項を報告する。（ただし、会社に著しい損害を及ぼす恐れがある事実のほか緊急を要する事項については直ちに報告）

①　コンプライアンス体制に関する事項およびコンプライアンス通報窓口利用状況
②　財務に関する事項（財務報告および予算計画に対する実績状況を含む）

③　人事・労務に関する事項

④　情報セキュリティに関するリスク事項に対する職務の状況

⑤　大規模災害、ネットワーク障害等に対する職務の状況

⑥　内部統制の整備状況
⑦　外部不正調査に対する職務の状況
⑧　法令・定款違反の状況

⑨　内部監査部門による監査結果
⑩　その他会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項および監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項

	①　経営会議に附議、報告された案件については、経営状況報告会において執行役より遅滞なく監査委員に報告する。

②　監査室が実施した内部監査の結果については、遅滞なく監査委員に報告する。

③　『コンプライアンス内部通報制度』による通報の状況について、同制度の事務局であるコンプライアンス本部より監査委員に報告する。

④　執行役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査委員に当該事実を報告しなければならない。

⑤　執行役及び使用人から監査委員会への報告は、常勤監査委員への報告をもって行う。
また、監査委員会は、決議により、執行役及び使用人からの報告を受ける監査委員を決定する。

	⑨監査役監査

実効性確保

体制
	①　代表取締役は、監査役と原則として四半期に1度、定期的なミーティングを開催する。

②　内部監査室は、内部監査スケジュールや往査等に関して、監査役及び会計監査人と緊密に調整、連係する。
	①　当社では、原則として毎月、全監査役が出席して「定例監査役会」を、更に必要に応じて「臨時監査役会」を開催し、監査所見、監査上の重要課題等について監査役相互で意見を交換している。その結果を「取締役会」において監査役会報告として定期的に報告することになっており、監査役監査が実効的に行われる体制ができている。

②　取締役又は従業員は、月次の業績、財務の状況等に関して、「取締役会」、「経営会議」等で定期的に報告を行い、各種議事録、決裁書その他業務の執行に関する重要な文書等については、常勤監査役への回付及び閲覧を要することになっている。また、監査役から要請があるときは、十分に説明することになっている。

③　監査役は、内部監査室及び会計監査人と、原則として２カ月に１回、定例会合を開催し情報交換を行う等、監査役の監査が実効的に行われる体制が既にできている。


	①　監査役は稟議書などの重要な経営情報を閲覧できることとする。

②　代表取締役は、監査役及び会計監査人等と定期的に意見交換の場を持ち、意思の疎通を図ることとする。

③　監査役は、会計監査人と定期的にまた随時に意見交換を行い、必要に応じて会計監査人から報告を求めることができるものとする。
	①　監査役会のもとに設置する監査役室に所属する使用人に、監査役の補助業務にあたらせることにより、監査の実効性を確保する。


	①　当社は、監査役が必要と認めた場合、取締役および使用人にヒアリングを実施する。

また、会計監査人や重要な子会社の監査役等との定期的な会合を開催し連係を図っていくとともに、監査役は重要な会議に出席する。
	①　監査委員会は、常勤監査委員を置く。

②　監査委員会の活動計画は、監査室の監査計画と調整の上作成している。


	社名
	Ａ社
	Ｂ社
	Ｃ社
	Ｄ社
	Ｅ社
	Ｆ社

	業種
	石油・石炭製品
	食料品
	金属製品
	サービス
	通信
	電気機器

	規模
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社
	大会社

	機関設計
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	取締役会・監査役会
	委員会

	上場
	東証1
	東証1
	東証1
	JASDAQ
	非公開
	東証1

	親会社有無
	なし
	なし
	なし
	なし
	あり
	あり

	【参考】

反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及び反社会的勢力排除に向けた整備状況
	①　暴力団・総会屋等の反社会的活動・暴力・不当な要求等をする人物及び団体に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断する。

②　万一、反社会的勢力が攻撃してきた場合にも、これに屈せず断固として拒否し、「反社会的勢力への対応要領」に従い、的確に対応する。
	①　当社は、従来から企業活動を行う上で、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体とは、一切の関係を遮断する」ことを基本方針とし、２００２年６月制定の「Ｂ社グループ倫理規程」(２００８年１０月改定)の行動規範の中で同方針を明文化している。

②　社内では、反社会的勢力対応統括部門である総務部が中心となり、平素から行政機関や外部専門組織等から情報収集を行い、不測の事態には速やかに連係して対応できる体制を整えている。
	－
	－
	①　当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは一切の関わりを持たないことを方針とするとともに、不当な要求等を受けた場合は警察等と連係し、毅然とした態度で臨み、断固として拒否する。


	－








監査役








監査役


スタッフ





取締役





株主総会





選解任





各取締役





代表取締役社長





⑧


著しい損害を及ぼ


すおそれのある


事実等の報告





監査役会





選解任





監査報告


報告





(相互監視)





社内各部門・使用人


(子会社取締役・監査役・使用人)





①②③④⑤


報告





①②③④⑤


コーポレート・ガバナンス





会計監査人





選解任





会計監査報告





取締役の


不正行為


等の報告





会計監査報告





監査に関する報告


の請求

















⑥⑦


監査役


の補助





⑨


報告請求・業務及び財産の調査








会計帳簿閲覧・会計に関する報告請求





会計に関する報告





監査報告





内部監査


部門





①②③④⑤


内部監査報告





①②③④⑤


内部監査指示





①②③④⑤


業務監査





⑧⑨


報告





監査報告











監査計画説明


監査に関する報告





監査計画説明


会計帳簿閲覧及び会計に関する報告請求


会計監査報告





⑨


指示・依頼


連係





⑧⑨


内部監査


報告





(相互意思疎通・


情報交換)





監査報酬決定





職務執行の監査





取締役の不正行為等の報告





事業報告





監督





取締役会





報告











選解任


事前同意





会計に関する報告





報酬事前同意





事業リスクの洗出し・リスク評価に基づく組織・規則等、体制の構築


又は、


見直された結果に基づき、


新たな体制の再構築





構築された体制の適切な運用





有効に機能しているか、


問題はないかの確認


(内部監査)





Checkの結果に基づき、あるいは新たな要請(法令・世の中の動き等)に基づき


見直し














内部統制システム





Ａ





Ｄ





Ｃ





Ｐ





証券取引法(1948年)





金融商品取引法(2006年)





投資家保護、有価証券の発行と取引の公正化を目的とした特別法





旧証券取引法から全面改正


有価証券の発行・取引等に関する開示ルール強化、上場会社に対し財務報告に係る「内部統制報告書」提出義務化





商法(1899年)





商法(2003年改)





商法特例法(2003年改)





委員会等設置会社の導入及び


委員会等設置会社に「内部統制システム決議」義務化





商法(2006年改)





会社に関する規定を会社法に分離し、「通則(商人・商号等)」「商行為」「海商」に再編





会社法(2006年)





商法の会社に関する規定、商法特例法、有限会社法を統廃合


有限会社を廃止(株式会社化)、委員会設置会社の導入ほか機関設計の柔軟化


大会社及び委員会設置会社に「内部統制システム決議」義務化





民法(1896年)





民事行為に関する広範な一般法





商法特例法(1974年)





大会社・小会社の別、


監査役会の導入　　　　等を規定





商人及び商行為に関する特別法


※会社・保険に関する規定含む





有限会社法(1938年)





有限会社に関する特別法





Ａ－①.大会社


(資本金５億円以上又は


負債総額200億円以上)





Ａ－②.


委員会


設置会社





内部統制システム


(会社法)





Ｂ.上場会社





財務報告に係る内部統制


(金商法)





取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制


その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制





当該会社の属する企業集団及び当該会社に係る財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するために必要な体制





財務報告に係る内部統制


(金商法)





内部統制システム


(会社法)





監査役





○内部統制システム決議が法に基づき


網羅されているか





○抽出された問題点や、監査役が指摘した問題点


に対応されているか








○定期的にモニタリングされているか


○問題点が抽出されるようになっているか








○内部統制決議に基づき、必要な体制が適切に


構築されているか








○構築された体制が有効に機能しているか


○管理過剰な点、経営効率を阻害している点


などはないか





取締役





内部統制システム決議


の項目





①情報保存管理体制





②損失危機管理体制








③効率性確保体制








④法令遵守体制








⑤企業集団内部統制








⑥監査役スタッフ配置








⑦監査役スタッフ


独立性





⑧　監査役への報告


体制








⑨　監査役監査実効性


確保体制





内部統制システム決議の内容例





決定に関する記録作成、決裁書類等文書保存規定、監査役の閲覧請求対応　等





コンプライアンス、情報セキュリティ、環境、災害対応、リスクの監査役への報告　等








経営会議、計画策定、内部監査、財務報告に係る内部統制等、各種経営管理システム








法令遵守体制・教育、内部監査、コンプライアンス内部通報制度　等








グループ間の内部統制システム展開、親子会社間の業務監査、コンプライアンス監査、市価に基づいた取引　等








監査役スタッフを置いていること(又は求めが有ればおくこと)、監査役スタッフ以外に内部監査部門等が補助すること　等








監査役スタッフの人事異動・評価の監査役会への事前説明、懲戒の場合の事前承認　等





経営会議付議案件、内部監査結果、内部通報制度、取締役が会社に著しい損害が発生する恐れのある事実を発見した場合のその事実　等を、監査役に報告すること　等








代表取締役と定期会合すること、内部監査部門・会計監査人と連係すること　等











対応する規則、組織、体制の構築





実運用





モニタリング・問題点の確認抽出





問題点への対応・見直し








�　大阪地判平成１２・９・２０金判１１０１号３頁。


�　高橋均編著『実務解説　監査役監査』、学陽書房、２００９年。


�　委員会設置会社を除く。なお、表1のとおり中小会社に内部統制システムを整備する義務はないが、自主的に整備することは妨げられていない。ただし内部統制システムに係る取締役(決議がある場合は、会社法施行規則98条1項が適用されるので、事業報告に内容の概要の記載する義務を負う。かつまた監査設置会社であれば、事業報告に係る監査報告に、内部統制システムに係る取締役会決議の内容が相当でないと認めるときは、その旨及びその理由を記載することが必要となる。


�　その他、財務報告に係る内部統制や、内閣府指針「企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針について」(平成１９年６月１９日　犯罪対策閣僚会議幹事会申合せ)に従い反社会勢力の排除に関する事項を内部統制システム決議に盛り込む企業も少なくはないが、本稿は会社法及び会社法施行規則の定めに基づき、これらについては対象としない


�　定時株主総会に開催時期については会社法２９６条１項に「定時株主総会は、毎事業年度の終了後一定の時期に招集しなければならない」とされているのみであり、その具体的な開催時期の定めはない。一方、会社は一定の日を基準日として定め、基準日現在の株主を株主の権利を行使できる者と定めることができる(会社法１２４条１項)が、その株主が行使できる権利は基準日から３ヵ月以内に行使できるものに限るとされている(同２項)。


通常、会社は定款等によって定時株主総会における議決権行使ができる株主を、決算日現在の株主と定めることから、定時株主総会は決算日から３ヵ月以内に開催されることとなる


�　監査役協会の「内部統制システムの監査に係る実施基準」第４条においても、「(内部統制システム)決議の内容及び内部統制システムの構築・運用の状況を監視・検証する」としている。


�　会社の規模によって、あるいは特定事項については、内部監査部門が直接全ての監査を行うのではなく、各部門で自己監査の上、内部監査部門がこれをモニタリングする場合もある。このような会社の体制を確り把握した上で、内部監査部門に対する調査並びに連係をすることが重要である。


�　このように内部統制システム監査は、日常実施する期中監査に織り込まれる。従って、自社における重要性や適時性を考慮し、期初に策定する監査方針・監査計画において、対象を絞り込み、効率的かつ効果的に監査を実施するよう努める。


�　「重要な会議への出席」や、「実地調査(往査)」といった、実際の期中監査活動に伴う個別具体的な監査役業務、スタッフ業務については、公益社団法人　日本監査役協会　本部スタッフ研究会が２０１１年９月に公表した『監査役活動とスタッフ業務』に詳述されているので、そちらをご覧いただきたい。






